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賛否の分かれる公衆衛生対策に関するディベート日本公衆衛生学会

モニタリング・レポート委員会による聴衆参加型シンポジウム
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目的 健康リスクに関する情報収集を目的として日本公衆衛生学会が設置したモニタリング・レ

ポート委員会（MR 委員会）の11グループのうち，「疫学・保健医療情報，保健行動・健康教

育」グループが収集したトピックを学会総会で聴衆参加型シンポジウムとして公表した。本報

告は公衆衛生課題のモニタリングと人材育成の具体案を提示すべく，シンポジウム実施までの

経過とその成果を報告する。

方法 年間通じて注目すべきトピックを，インターネットの無料ツール（掲示板とメッセージサー

ビス）を用いてメンバーが収集した。投稿されたトピックの中から，委員会の年度報告書で取

り上げたいものを無料日程調整ツールにより多数決で決定した。

活動内容 計14トピックについて報告書にまとめ，2017年と2018年に 6 つのトピック（健康ゴール

ド免許，医師の強制勤務，電子タバコ，新型たばこ，ヘルステック，糖質制限）をシンポジウ

ムで公表した。各々の反対者と賛成者を設定してそれぞれの根拠を立論した後，聴衆と意見交

換を行い，賛成・反対のどちらを支持する人が多いか概数を比較して，最後に講評を行った。

全体討論では，政策の公平性，健康格差への影響，生活の質などに関する意見が述べられた。

結論 MR 委員会のグループとして，インターネットのツールを活用することにより，効率よく

情報を収集して蓄積し，共有することができた。聴衆参加型シンポジウムでは，アクティブ

ラーニングに沿った手法を用いて，最新の様々なトピックに共通する課題について議論ができ

た。
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 は じ め に

日本公衆衛生学会モニタリング・レポート委員会

（MR 委員会）は，認定専門家を中心とした11のグ

ループを設置し，健康リスクに関する情報収集を

行っている。私たちが担当する「疫学・保健医療情

報，保健行動・健康教育」グループでは，これまで

様々なトピック（健康診断の検査の基準値の設定，

震災後の住民支援，健康ポイント制度，子宮頸がん

ワクチン，保健医療情報へのアクセス，エナジード

リンク，電子タバコ等）について検討し，報告書に

まとめてきた1)。これらの中には，新しい問題が多

く，一般住民の関心が高いものもあり，専門家の間
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表 収集した主なトピックス

報告年 ト ピ ッ ク ス

2015年 健康診査検査値の新たな基準範囲の提案過程

ハームリダクションとしてのトクホ

震災後の住民支援

モニタリング・レポートの手法

2016年 健康ポイント制度a

子宮頸がんワクチンの日本の対応

インターネット上の健康情報へのアクセス格差

代替医療のエビデンス

2017年 健康ゴールド免許b

医師の強制勤務

禁煙ツールとしての電子タバコ

2018年 禁煙ツールとしての新型たばこ

ヘルステックcの推進

糖質制限の推進

a. 健康増進活動にポイントを付与して何らかの形で利

用できる仕組み

b. 健康診査受診により生活習慣病治療の窓口負担を軽

減する案

c. アプリやクラウドサービスを使って健康管理ができ

る仕組み
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においてもコンセンサスが得られていないものもあ

る。そこで，第76回（2017年）と第77回（2018年）

日本公衆衛生学会総会でのシンポジウムとして，各

回 3 つのトピックを選び，聴衆参加型の話し合いを

企画実施した。

シンポジウムとは，広辞苑によると「（古代ギリ

シアで饗宴の意から）討論の一形式。複数の人が，

同一問題の異なった面を示すように講演または報告

し，おのおの意見を述べ，聴衆や司会者の質問に応

答する方式のもの。」と定義され，Oxford diction-
ary によると“A meeting at which experts have dis-
cussion about a particular subject.”とされている。

つまり，あるトピックについての情報提供と応答で

構成されると考えられる。学会での発表形式には，

その他にパネルディスカッションやワークショップ

などがあり，それらの形式の定義について明記され

ている場合は少ないが，外科医師の草間によると

「パネルディスカッションは鉄兜に身を固めての戦

いの場，シンポジウムは背広姿での談笑」と解説さ

れている点が興味深い2)。

私たちが実施したシンポジウムでは，各トピック

の賛成者と反対者を MR 委員会のメンバーから選

び，賛成および反対の意見を根拠になる理由ととも

に示し，聴衆と意見交換を行い，賛成・反対のどち

らを支持する人が多いか概数を比較して，最後に講

評を行った。このような形式にしたねらいは，内容

的には賛否両論あるトピックを取り上げて一緒に考

えることで，公衆衛生の考え方や倫理についての認

識を深めることにある。手法としては，学部教育の

みならず様々な人材育成の場で活用できるような参

加型手法を用いて，参加者に草間が述べているよう

「談笑」して体験してもらうことを期待した。本報

告では，公衆衛生課題のモニタリングと人材育成の

方向性を具体的に提示すべく，シンポジウムの準備

と進行の詳細を提示し，聴衆参加型手法について考

察する。

 方 法 トピック収集

MR 委員会の活動としては，年間通じて担当分

野における注目すべきトピックをインターネットの

ツールを用いてメンバーが収集する。収集ツール

は，活動を開始した2014年より無料掲示板サイト

（サイボウズ）を使用していたが，サービス終了に

伴いビジネス用の無料メッセージサービス

（SLACK）に2018年から移行した。これらのツール

の特徴は，情報や意見の投稿と「いいね」を含むリ

アクションが気軽にでき，また，ファイルを保存で

きることである。ただし，SLACK にはサイボウズ

にあった一斉メール機能が無いため，全員へのメー

ル通知は別途行う必要がある。投稿されたトピック

の中から，とくに取り上げたいものをインターネッ

トの無料日程調整ツール（伝助）を用いて多数決で

決定した。選択したトピックについて執筆する担当

者を決めて委員会の年度報告書にまとめており，こ

れまで報告書に掲載したトピックを表 1 に示した。

 活 動 内 容 シンポジウム実施

2017年と2018年に報告したトピックについては，

各々の反対者と賛成者として発表をする担当者を決

めて，第76回と第77回日本公衆衛生学会総会のシン

ポジウムで討論した。発表者は報告書執筆担当者で

あるが，この発表で取った立場は，必ずしも発表者

が真にとる立場と一致していたわけではない。ま

た，タバコは MR 委員会として 2 年連続重要なト

ピックとして報告書に掲載したため，シンポジウム

でも連続して取り上げた。このシンポジウムは一般

公開ではないため，参加者は学会総会参加者である。

シンポジウムの流れを表 2 に示した。この構成

は，尾崎らが鳥取大学の学部講義で用いている教授

方法に基づいている。導入部分で司会がシンポジウ

ムの目的と方法を説明し，3 つのトピックについて

担当者がそれぞれの根拠を立論した。発表を聞いた

後，近くに座る聴衆同士の意見交換に続いて，全体
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表 シンポジウムの流れ

構 成 内 容 時間

導入部 趣旨説明 賛否両論ある 3 つのトピックについて皆で討論し，賛成反対を配布した色

紙で表明してカウントする。

5 分

主部◯ トピック 1
概要説明

例新型たばこを禁煙ツールの 1 つとして認めるか （約30分)

5 分

賛成派発表 例燃焼式タバコをやめられない人が電子タバコを使用することは，ハー

ムリダクション効果が期待できる。

5 分

反対派発表 例ゲートウェイ効果，燃焼式タバコとの併用，禁煙意欲低下により，社

会全体として喫煙機会の増加につながる。

5 分

聴衆同士の話し合い 近くの席の人と両派の意見を聞いてどう思ったかを話し合う 5 分

質疑応答 聴衆と発表者の質疑応答 ＜10分

判定 賛成反対を配布した色紙で表明しもらいカウント 3 分

総評 賛成反対の割合を受けてのまとめ 2 分

主部◯ トピック 2
1 と同じ構成

（約30分)

主部◯ トピック 3
1 と同じ構成

（約30分)

結論部 全体のまとめ 3 つのトピックについての議論の主な点をまとめる。 5 分
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討論が行われた。発表者は必ずしもその分野の専門

家ではないため，聴衆として参加している専門家の

発言も多くあり，フロアでの意見交換が活発であっ

た点が特徴的である。議論の最後には色紙（賛成の

黄色，反対の青色）を掲げてもらい判定をした。必

要な人員は，司会 1 人，タイムキーパー 1 人，発表

者 6 人，進行および物品管理 1 人であった。時間の

設定が細かいため，時間管理が重要である。用意し

た物品は，トピックについてまとめた報告書と意見

表明のための色紙（予想人数分），手持数取器 2 つ，

タイマー 1 つであった。

各トピックの発表と討論のポイントを表 3 に示し

た。2017年のトピック 1（健康ゴールド免許）は賛

成 3 人，反対17人，トピック 2（医師の強制勤務）

は賛成15人，反対12人，トピック 3（禁煙ツールと

しての電子タバコ）は賛成14人，反対16人であった。

2018年のトピック 1（禁煙ツールとしての新型たば

こ）は賛成56人，反対107人，トピック 2（ヘルス

テックの推進）は賛成84人，反対39人，トピック 3
（糖質制限の推進）は賛成52人，反対89人であった。

シンポジウム進行中に出入りがあったため延参加者

数を正確に把握することは難しいが，各年度におけ

る各トピック発表時のおおよその参加者は，賛成と

反対の合計数である。参考までに部屋の規模は，

2017年が収容人数108人で空席が目立ち，2018年は

260人でも立ち見の参加者が多かった。

2018年は終了時にコメント（感想と取り上げて欲

しいトピック）の記載を求めたところ，面白かっ

た，楽しかった，そして継続を希望する記載が 8 人

からあり，これらコメント回収時に，昨年も参加し

たとの声かけがあった。課題としては，論点のより

詳細な明確化の必要性とトピック数を減らした方が

良いのではという提案の記載があった。取り上げて

ほしいトピックとしては，ベジタリアン（または

ヴィーガン食），推奨外がん検診，予防接種，甲状

腺検査，受動喫煙の規制，24時間営業やメディアの

健康影響，カジノ，保健指導の費用対効果，減塩指

導，特定健康診査のネーミングが挙げられた。

 考 察

MR 委員会における本グループの活動の特徴

は，トピックの収集や意見交換に旅費や仕事調整を
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表 各トピックと討論の概要

トピックa 賛 成 反 対 討 論

2017年

健康ゴールド
免許

◯健康診査の受診率が上がらな
い中での新しい手法である

◯早期発見，早期治療のために
は受診率向上は必須である

◯経済的インセンティブにより
健康行動が改善したとする報
告がある

◯住民にわかりやすい施策であ
る

◯経済的インセンティブに関す
るレビュー論文によると，費
用対効果があるとの報告は少
ない

◯未受診者には低所得・低学歴
の人が多く，健康格差縮小に
逆行する

◯日常的に運動していない人ほ
ど脱落しやすく，健康格差が
拡大する

健康保険の制度間で不公平が
ある

健康診査のアクセスのしやす
さに差があると不公平になる

受療中の人の扱いが課題

受診するだけでメリットが受
けられる

医師の強制勤
務

◯世界的な課題であり，各国
様々な規制を設けている

◯日本では地域枠等の経済的誘
導法を運用しているが，成功
しているとは言い難い

◯医師を公共財とみなし，ある
程度規制するのもやむを得な
い

◯居住・職業選択の自由は基本
的人権である

◯医師の応召義務を理由にした
強制労働は，近年の判例から
して根拠にはなりにくい

◯必要なのは人の強制配置では
なく，地域医療機能の維持で
ある

貸付を多くして縛る方法もあ
る

患者の医療へのフリーアクセ
スを認めているため，医師が
公共財と見られる

国の安全保障のために医師を
公共財として派遣する

2018年

禁煙ツールと
しての新型た
ばこ

◯排出成分の分析から，健康被
害の減少が見込まれる

◯電子タバコ（ニコチン入り）
使用者は禁煙しやすい

◯新しい対策として注目される

◯電子タバコにも加熱式タバコ
にも有害性がある

◯禁煙効果は不明である

◯加熱式タバコはリスク低減タ
バコとして承認されていない

◯二重使用の遷延が問題である

◯ゲートウエイ効果がある

◯禁煙意欲が低下する

減煙アプローチに似ており効
果が期待できない

吸う類似行動が喫煙を想起さ
せる

ホルムアルデヒド濃度が高い
など，有害性のエビデンスが
ある

公共空間での使用が課題であ
る

成分が変わりつつある製品の
評価は難しい

ハームリダクションとしての
効果が不明

ヘルステック
の推進

◯ウエアラブル端末を用いた介
入の生活習慣改善効果につい
ての知見が乏しい中，自分自
身で使ってみたら使いやす
く，効果があった

◯データ管理が課題である

◯健康管理の主体性が損なわれ
る

◯現時点ではエビデンスが乏し
い

◯試用できる人が限定的され，
社会的不平等が課題である

自治体としてすでに健康づく
り支援アプリを提供している

個人情報管理は重要

格差拡大の配慮が必要

国全体として新しいテクノロ
ジーを使う流れがある

労働力不足の対策となる

個人的な活用は良いが，公衆
衛生施策としての活用は注意
が必要

糖質制限の推
進

◯高炭水化物食は死亡率を上
げ，糖尿病が増加するエビ
デンスがある

◯減量効果のエビデンスがある

◯糖尿病管理に有効であるとの
エビデンスもある

◯他の減量方法と比較してとく
に効果が高いわけではない

◯糖質制限ではなく，結果的に
低カロリー食に効果があるだ
け

◯食料生産効率が悪い食生活に
つながる

バランスのよい食生活のきっ
かけとなる

噛みにくい食品摂取につなが
り，口腔フレイル予防の観点
から好ましい

糖質60程度という基準がす
でにある

タンパク質と脂肪の摂取が増
えることの健康影響が問題で
ある

疾病によっては制限がリスク
になる

a. タバコについては 2 年間取り上げたため，より新しい2018年の内容を提示した。
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伴う会議ではなく，インターネットの無料ツールを

活用している点である。そのため無理なく全員が通

年参加することができる。このようにインターネッ

トを通じて情報を収集して蓄積し，共有するシステ

ムは保健医療分野で活用が進んでおり，具体例とし

ては日本小児科学会の傷害速報がある3)。また，健

康食品の健康被害に関する情報収集の試みに関する

報告もある4)。

収集したトピックを発表したシンポジウムでは，

2017年に比較して2018年に参加者数が大きく増加し

た。開催日が2017年は学会最終日で，2018年は 2 日

目であったことが大きく影響していると考えられる

が，2 年続けて参加した者がいたことと継続を希望

する意見があったからも，このような参加型シンポ

ジウムへの関心は高いと考えられる。

発表の内容については，どのトピックも公衆衛生

の現場の取り組みに関係が深い最新のものであっ

た。賛成役と反対役の発表者は，科学的エビデンス

に基づき効果のある対策が何かだけでなく，社会

的，倫理的，政策的など多角的視点から各トピック

ついて論じた。Sterman は公衆衛生関係者が身に付

けるべき能力として，公衆衛生課題に対する対策が

エビデンスだけでなく，人々の感覚や社会的構造の

ダイナミクスにより形成されていることの理解であ

ると論じている5)。これはシステム理論に基づいた

考え方であり，「システム」とは互いに作用してい

る要素からなるものであり，部分に還元することが

できず，まとまりとして目的に向かって動いてお

り，このようなマクロ的かつ複雑性の理解が多職種

連携の推進や人々の生活の質の理解に役立つことが

近年論じられている6,7)。私たちのグループで提示

したトピックはどれも，このようにシステム理論の

考え方を応用するに適している。

全体の構成としては，参加者が立場の異なる発表

を聞き，公衆衛生倫理に関する様々な視点を知り，

勝ち負けや学会としての立場を決める事を目的にせ

ずに自分で考え，周囲の人と交流し，検討すべきポ

イントを認識できるよう工夫した。近年，大学で積

極的に導入されている教授法にアクティブラーニン

グがある。溝上はアクティブラーニングを，「一方

方向的な知識伝達型講義を聴くという（受動的）学

習を乗り越える意味での，あらゆる能動的な学習の

事。能動的な学習には，書く・話す・発表するなど

の活動への関与と，そこから生じる認知プロセスの

外化を伴う」と定義している8)。この教授法で学生

は教える対象ではなく，主体の座にすえられ，学ぶ

べき課題に気づき，必要な知識を習得し（内化），

得た知識を用いて課題解決を試みる（外化）ことま

で求められる。そして，この内化と外化のプロセス

を学生に見える形で繰り返すことが，主体的な学習

のポイントとなる。

冒頭で述べたシンポジウムの定義を振り返ると，

このアクティブラーニングを応用するのに適した場

であると言える。私たちが実施したシンポジウムで

は，反対者と賛成者の発表が知識の習得にあたり，

その後の討論が課題解決の試みとなり，これを 3 回

繰り返した。この構成については，導入部分で司会

が説明をしている。結果として表 3 に示した討論の

内容から，政策の公平性，健康格差への影響，生活

の質とは何か等，様々な公衆衛生のトピックに共通

することを考えるきっかけになったことが伺えた。

つまり，本シンポジウムは公衆衛生上の課題を解決

するための対策を考える上で，実践的な思考の訓練

になると考えられる。

ただし，アクティブラーニングの課題は知識の網

羅的な伝達とのバランスであり，本シンポジウムで

も取り上げるトピックを絞った方が良いのではない

かと言う意見が聞かれた。異なる分野のトピックを

複数提示するのが良いのか，一つのトピックに焦点

をあててより具体的に深い議論をするのが良いのか

検討が必要である。今回提示した 2 回の試みでは参

加者の満足度や意見について調査をしていないた

め，継続するにあたり実施方法や内容の向上のため

に実施後アンケート調査を計画している。

また，学会活動としてのモニタリングの課題は，

政策への反映である。米国公衆衛生学会では，学会

の委員会と会員が作成・提出した提言を審査して，

学会承認の政策提言として公表するシステムを設置

している9)。MR 委員会としても，委員会活動の成

果の活用について議論を進めている。

本報告では，日本公衆衛生学会 MR 委員会のグ

ループの活動として収集した最新の公衆衛生課題に

ついて，アクティブラーニングの手法に沿った聴衆

参加型シンポジウムとして学会総会で発表した手法

を，できるだけ具体的に提示した。これは，社会状

況の動向に伴い変化する公衆衛生課題のモニタリン

グを，未来に向けての人材育成につなげる活動であ

る。同様の試みが，大学だけでなく様々な人材育成

の場面で展開され，その効果評価も実施されること

が期待される。

本報告は，日本公衆衛生学会モニタリング・レポート

委員会（疫学・保健医療情報，保健行動・健康教育グルー

プ）の活動の一環である。シンポジウムに参加してくだ

さった多くの方々に感謝申し上げます。

本報告に関して，開示すべき利益相反はない。
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